
課コード: 043100 課名称: 福祉部長寿介護課令和4年度業務棚卸表

フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

043100-010

高齢者相談員設置

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

住民の不安解消、安心して生活するための助言。高齢者及び家族か
らの相談に対応する

一般 法令に特に定めのないもの

北上市高齢者相談員
設置規則

北上市高齢者福祉計
画 2,554

平成3年度

高齢者相談員設置

高齢者 相談件数　214件 相談件数（窓口対応）151件 相談件数（窓口対応）計254件 相談件数（窓口対応）計181件043100-010-01

043100-011

要援護老人ホーム措置事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

要援護高齢者の心身の健康の保持及び生活を安定（家庭環境の調
整、身体的・精神的健康の保持、向上）させる。要援護高齢者の養護
老人ホームへの入所措置実施

一般 法令の実施義務（自治事務）

老人福祉法、北上市老
人福祉法施行細則、北
上市老人保護措置費
支弁要綱

北上市高齢者保健福
祉計画 151,101

平成3年度

要援護老人ホーム措置事
業

要援護高齢者 北星荘42名、宝寿荘３名、寿水荘10名、
江寿園２名、はなまき荘１名措置者合計
58名（３/31時点）

北星荘42名、宝寿荘3名、寿水荘7名、
江寿園3名、松寿荘1名、はなまき荘1名
措置者合計57名（3/31時点）

北星荘42名、宝寿荘２名、寿水荘５名、
 江寿園２名、松寿荘１名、はなまき荘１名

措置者合計53名（3/31現在）

北星荘39名、宝寿荘３名、寿水荘６名、
江寿園２名、松寿荘１名、はなまき荘１名
措置者合計52名（3/31時点）

043100-011-01

043100-012

あんしんホットライン事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

在宅のひとり暮らし高齢者等の安全の確保と不安の解消を図り、地
域のふれあいを深めることにより、福祉の増進に寄与する。ひとり暮
らし高齢者等に緊急通報装置を貸与し、これを北上地区消防組合消
防本部及び相談センター（長寿介護課高齢福祉係内）と直通電話回
線で結び、ひとり暮らし高齢者等の急病、火災等の緊急事態及び日
常生活における相談に対応する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市福祉ふれあい
ホットライン事業実施
要綱

北上市高齢者福祉計
画 21,007

平成5年度

あんしんホットライン事業

ひとり暮らしの病弱
な高齢者等

 新規設置台数　104台　年度末現在設
置総数　470台

新規設置台数57件、貸与台数　432台
（おとなりさんシステム登録件数）

新規設置台数60件、貸与台数484台(お
となりさんシステム登録件数)

新規設置台数76件　貸与台数491台(お
となりさんシステム登録件数)　

043100-012-01

043100-014

生活支援短期施設措置事
業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

一時的に保護し今後の状況改善に向ける。介護保険非該当者で、体
調不良等により一時的に入所させ養護する

一般 法令に特に定めのないもの平成12年度

生活支援短期施設措置事
業

要介護認定におい
て自立と認定され
た６５歳以上高齢
者のみ世帯者のう
ち、体調不良等に
より居宅での生活
が困難となった者

実施なし 実施なし 必要時に実施(令和２年度実績なし) 実施なし043100-014-01

043100-018

長寿者祝福事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

長寿を祝い敬老と高齢者福祉に理解を深める。・百歳の誕生日に祝
電を送付する・地区及び老人福祉施設が主催する敬老会で米寿対象
者に祝い状を交付し祝福する。

一般 法令に特に定めのないもの

1,170

長寿者祝福事業

米寿及び百歳高齢
者

百歳祝状贈呈者20人、米寿祝状対象者
569人

百歳祝状贈呈者36人、米寿対象者528
人

 百歳祝状贈呈者32人米寿対象者596人 百歳祝状贈呈者26人　米寿対象者502
人

043100-018-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

043100-019

敬老会主催団体交付金

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

長寿を祝い世代間の交流を通して敬老と高齢者福祉に理解を深め
る。敬老会主催団体（北上市社会福祉協議会）に対し、敬老会（対象
者75歳以上)の運営費として、出席者数（見込）に応じ交付金を交付
する。

一般 法令に特に定めのないもの

8,669

敬老会主催団体交付金

北上市社会福祉協
議会、75歳以上高
齢者

対象者14,255人、交付金額4,354,314円 対象者13,846人、交付金額4,013,568円  対象者13,424人交付金額　3,719,674円 対象者13,723人　交付金額4,379,400円043100-019-01

043100-020

老人クラブ活動費補助金

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

自らの教養を高め社会奉仕活動を通じて高齢者の社会活動の充実
を図る。老人クラブの活動費の一部を助成

一般 法令に特に定めのないもの

老人クラブ活動等事業
実施要綱（国）、老人ク
ラブ活動等社会活動促
進事業補助要綱（県）

北上市高齢者福祉計
画 2,933

平成3年度

老人クラブ活動費補助金

60歳以上高齢者 クラブ数55クラブ（2,396人）※市老連加
入クラブ数56。クラブコロナの影響によ

 り、1クラブ実績無。活動内容　・友愛訪
問活動83回・清掃奉仕活動617回・地域
見守り1785回・教養講座176回・スポー
ツ活動979回・その他600回

 クラブ数60クラブ（会員2,662人）※市老
 連加入クラブ数は62クラブコロナの影響

   により、２クラブ実績なし。活動内容・友
 愛訪問活動　68回清掃奉仕活動　681

  回・地域見守り　1,597回・教養講座
  　125回・スポーツ活動917回・その他の

活動317回

クラブ数66クラブ（会員2,972人）活動内
  容・友愛訪問活動125回・清掃奉仕活

 

  765回・地域見守り1,743回・教養講173
 回、スポーツ活動999回・その他の活動

324回

クラブ数70クラブ（会員3,378人）活動内
   容・友愛訪問活動・清掃奉仕活動・地域

   見守り・教養講座・スポーツ活動・その他
の活動

043100-020-01

043100-021

老人クラブ連合会運営費補
助金

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

自らの教養を高め社会奉仕活動を通じて高齢者の社会活動の充実
を図る。老人クラブ連合会への活動支援

一般 法令に特に定めのないもの

老人クラブ活動等事業
実施要綱（国）、老人ク
ラブ活動等社会活動促
進事業補助要綱（県）

北上市高齢者福祉計
画 1,973

平成3年度

老人クラブ連合会運営費
補助金

60歳以上高齢者 クラブ数56クラブ（会員数2,431人）活動
内容・健康づくり（介護予防）事業3回・
交流事業12回・健康まつり1,015人

 クラブ数62クラブ（会員数2,662人）活動
  内容・健康づくり（介護予防）事業３回・

 交流事業13回・健康まつり1,062人

 クラブ数66クラブ（会員数2,972人）活動
  内容・健康づくり（介護予防）事業４回・

交流事業11回

 クラブ数70クラブ（会員数3,378人）活動
  内容・健康づくり（介護予防）事業10回・

 交流事業16回・健康まつり1,390人

043100-021-01

043100-022

県スポーツ大会参加、市ス
ポーツ大会開催事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

スポーツを通じ、活力とうるおいに満ちた長寿社会の形成に寄与す
る。市のシルバースポーツ大会の開催、県のシルバースポーツ大会
の参加支援をする。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市高齢者福祉計
画

県スポーツ大会参加、市ス
ポーツ大会開催事業

60歳以上高齢者 新型コロナウイルス感染症拡大予防の
ため中止

新型コロナウイルス感染症拡大予防の
ため中止

新型コロナウイルス感染症拡大予防の
ため中止

北上市大会参会者数600人、県大会参
加者数125名

043100-022-01

043100-023

社会福祉法人利用者負担
軽減制度事業補助金

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

04

負担金・補助金（義
務）

低所得者の経済的負担が軽減され、介護サービス利用が促進され
る。所得等の要件により軽減対象者の認定を行う。サービス利用料
の軽減を行った社会福祉法人へ軽減額の一部を補助し、その補助額
の４分の３を県に補助請求する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

北上市社会福祉法人
利用者負担軽減制度
事業補助金交付要綱

第北上市高齢者保健
福祉計画 1,139

平成12年度

社会福祉法人利用者負担
軽減制度事業補助金

生活保護受給者及
び市町村民税非課
税世帯のうち要件
を満たす要介護認
定者、岩手県及び
北上市に申出して
いる社会福祉法人

２法人　対象者26名 ４法人　対象者32名 ２法人　対象者21名 ４法人　対象者36人043100-023-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

043100-024

ふれあいデイサービス事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

社会参加を促進し、孤独感の解消及び住み慣れた地域での自立生
活の助長を図る。ひとり暮らし高齢者等に対し、自治公民館等を活用
し介護予防の取り組みや啓発など各種サービスを提供

一般 法令に特に定めのないもの

北上市高齢者福祉計
画 10,093

平成12年度

ふれあいデイサービス事
業

在宅高齢者  ・市内全行政区142か所・開催回数　延
  べ958回・利用者数　延べ9,899人・地域

 協力者数　延べ 4,838人・合計参加者
数　延べ14,737人

 ・市内全行政区142か所・延べ開催回
 

  618回・延べ利用者数7,835人・地域協
 力者3,123人・合計参加者10,958人

市内全行政区142か所・延べ開催回数
 

598回・延べ利用者数6,427人・地域協
力者3,155人、合計参加者9,582人

 ・市内全行政区138か所・延べ開催回数
1,695回・延べ利用者21,307人・地域の
協力者9,173人、合計参加者　30,480人

043100-024-01

043100-026

シルバー人材センター運営
費補助金

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

高齢者の豊かな知識と経験を生かした就業の機会を確保し社会参加
による生きがいづくりを支援する。高齢者の知識と経験を生かした社
会参加による生きがいづくり等の推進を目的とする高年齢者等の雇
用の安定等に関する法律（高年齢者雇用安定法）に基づき設立され
た社団法人北上市シルバー人材センターを支援するため、国の高年
齢者就業機会確保事業等補助金に相当する額を補助する。

一般 法令の努力義務（自治事務）

高年齢者等の雇用の
安定等に関する法律 11,172

シルバー人材センター運
営費補助金

高齢者 会員数331人、受注件数2,113件 会員数341人、　受注件数2,208件 会員数345人、受注件数2,143件  登録会員数360人　受注件数2,736件043100-026-01

043100-028

国庫県負担金返還金（一般
会計・高齢福祉）

高齢福祉係09-02-04

福祉部門（内部管理事務）

04

負担金・補助金（義
務）

国又は県からの負担金等に係る実績との差額の返還金。一般 法令に特に定めのないもの

国庫県負担金返還金（一
般会計・高齢福祉）

国、県 なし なし なし なし043100-028-01

043100-029

老人ホーム入所に関する調
査、判定

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

・新たに措置しようとする者の要否の判定をする。・措置している者の
措置継続又は措置変更の要否の判定をする。・措置継続が不適当と
された者の在宅福祉対策事業等の利用検討をする。要援護高齢者
（65歳以上の者で、身体上もしくは精神上又は環境上の理由及び経
済的な理由により居宅での生活が困難な者）の養護老人ホームへの
入所措置等の判定を行う。

一般 法令の実施義務（自治事務）

老人福祉法、北上市老
人ホーム入所及び養
護委託判定委員会要
綱

北上市高齢者保健福
祉計画 2,569

平成3年度

老人ホーム入所に関する
調査、判定

在宅高齢者  入所判定委員会開催回数５回（入所を
要すると認めた者14名、退所が適すると
認めた者１名）

入所判定委員会開催回数5回 入所判定委員会開催回数５回 入所判定委員会開催回数３回043100-029-01

043100-030

ひとり暮らし高齢者の把握

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

実態の把握。10月1日付で一人世帯高齢者等の資料を作成する。一般 法令に特に定めのないもの平成12年度

ひとり暮らし高齢者の把握

在宅高齢者  ひとり暮らし世帯数5,844世帯65歳以上
25,923人

 ひとり暮らし世帯数5,613世帯、65歳以
上25,799人

ひとり暮らし世帯数5,379世帯、65歳以
上25,510人

一人暮らし世帯数5,078世帯、65歳以上
25,243人

043100-030-01

043100-031

北上市福祉有償運送認定
事務

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

福祉有償運送の必要性を協議し利便と安全の確保を図る。運営協議
会は都市再生推進課担当、長寿介護課は福祉有償運送利用申請者
の認定を行う。

一般 法令に特に定めのないもの

379
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

北上市福祉有償運送認定
事務

要支援、要介護認
定者のうち歩行が
困難なもの

申請件数　全14件（社会福祉協議会４
件、くちない４件、敬和会６件）

申請件数　全22件（社会福祉協議会８
件、くちない４件、敬和会10件）

申請件数　全24件（社会福祉協議会11
件、くちない２件、敬和会11件）

 申請件数　全25件（社会福祉協議会５
件、くちない８件、敬和会12件）

043100-031-01

043100-035

家族介護支援事業

介護審査係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

介護者の身体的、経済的負担の軽減を図るとともに、要介護者の在
宅生活の継続及び向上を図る。要介護者を在宅で介護している家族
に対して、介護用品や介護慰労金を支給する。

介護 法令に定めはあるが任意の自治事務

介護保険法 介護保険事業計画

5,193

平成18年度

家族介護支援事業

要介護３・４・５の方
を介護する市町村
民税非課税の家族

○介護用品支給事業・支給対象者84名
 

 　交付枚数　4,248枚　支払金額
　3,524,472円

○介護用品支給事業・支給対象者80名
 

 　交付枚数4,362枚　　支払金額
　3,595,524円

 ○介護用品支給事業・支給対象者76人
 

 ・支給枚数　4,164枚・支払金額
3,545,318円　○家族介護慰労金　０件

 ○介護用品支給事業・支給対象者85人
 

 ・支給枚数　4,638枚・支払金額
　3,771,600円　○家族介護慰労金　０

043100-035-01

043100-036

成年後見制度利用支援事
業（介護）

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

低所得のために成年後見制度を利用できない高齢者へ費用等の支
援を行う。成年後見制度の利用が必要であるにもかかわらず低所得
のため利用できない費用等を助成する。また、成年後見制度利用促
進のため、周知用のパンフレットを配布する。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 北上市成年後見制度
利用促進基本計画 5,963

平成18年度

成年後見制度利用支援事
業（介護）

支援を受けなけれ
ば成年後見制度を
利用でき

 市長申立３件、後見人等報酬助成件数
９件

市長申立て件数　３件 市長申立て件数　15件 市長申立て件数　４件043100-036-01

043100-037

地域自立生活支援事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

食事の調理が困難な者に配食サービスを行い、自立生活の支援をす
る。市内社会福祉法人等に委託し、食事を配達と見守りを実施するこ
ととし、配食費用の一部を補助する。

介護 法令に定めはあるが任意の自治事務

介護保険法 介護保険事業計画

7,085

平成12年度

地域自立生活支援事業

65歳以上で調理が
困難な市内に居住
するもの

配食提供数8,019食 配食提供数9,262食 配食提供数11,223食 配食提供数12,422食043100-037-01

043100-038

救急医療等情報キット設置
普及事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

一人暮らしの高齢者が救急搬送される際に、本人の病歴や服薬内
容、家族の連絡先等緊急時に必要な情報を居宅内（冷蔵庫）に保管
し、救急隊による迅速な救急活動を支援することにより、高齢者の生
命を守る。医療情報キットの配布及び普及。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市高齢者福祉計
画 239

平成26年度

救急医療等情報キット設
置普及事業

一人暮らし高齢者
世帯、高齢者のみ
世帯、災害時要援
護者台帳登録世帯
及びその他必要と
認める世帯

新規配布数　66件（内訳）・地域包括支
援センター（本通り）31件（いいとよ）５件
（北上中央）６件（展勝地）１2件（わっこ）
５件、市窓口７件

新規配布者数　395件 新規配布者数204件 新規配布数237件043100-038-01

043100-040

北上市高齢者見守り安心
ネットワーク事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

市内で活動する事業者と協定を結び、日常業務の中で異変等のある
高齢者を発見した場合、市に連絡していただき、関係課等と連携しな
がら、必要な支援につなげていく。これにより、住み慣れた地域で安
心して生活できる地域社会を形成する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市高齢者福祉計
画 1,095

北上市高齢者見守り安心
ネットワーク事業

市民（高齢者） 協力事業所39事業所 協力事業所40事業所 協力事業所35事業所 協力事業所33事業所043100-040-01

043100-041

高齢者緊急措置事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

養護者による虐待をうけている高齢者を、一時的に老人福祉施設へ
緊急入所措置を施す費用の支弁。

一般 法令の実施義務（自治事務）

北上市高齢者緊急措
置規則 1,468

平成28年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

高齢者緊急措置事業

市民（高齢者） 措置者数　実人数４人 措置者数　４人 措置者数　８人 措置者数　２人043100-041-01

043100-042

権利擁護支援センター事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

認知症や障がい等で判断能力が不十分になっても、自らの権利を守
り、住み慣れ地域でその人らしい生活が継続できるよう、成年後見制
度の適切な利用を含む権利擁護支援体制を構築することを目的とす
る。成年後見制度利用促進審議会に関する事務、北上市成年後見
制度利用促進基本計画の策定に関する事務、成年後見制度利用促
進のための広報、普及啓発、地域連携ネットワークの構築及び中核
機関整備に向けての調整

一般 法令の実施義務（自治事務）

北上市成年後見制度
利用促進基本計画 7,907

令和元年度

成年後見制度利用促進支
援事業

市民（高齢者）  利用促進審議会の開催１回・地域連携
ネットワーク会議の開催２回

 ・利用促進審議会の開催　１回・地域連
携ネットワーク会議の開催　１回

 ・基本計画庁内策定員会の開催　３回・
利用促進審議会の開催　３回

 ・基本計画庁内策定員会の開催　１回・
利用促進審議会の開催　１回

043100-042-01

043100-045

障がい者成年後見制度利
用支援事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

判断能力がない知的障がい者、精神障がい者の成年後見制度の利
用促進

一般 法令の実施義務（自治事務）

知的障害者福祉法第
28条、精神保健及び精
神障害者福祉に関す
る法律第51条の11の2
の規定による成年後見
制度利用支援

949

障がい者成年後見制度利
用支援事業

市民（高齢者）  市長申立て件数０件後見人等報酬助成
２件

実績０件043100-045-01

043100-100

地域密着型サービス事業

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

介護保険事業計画に基づく地域密着型サービスの推進、介護サービ
ス提供事業所の適正な運営。市町村許認可となった地域密着型サー
ビスについて、計画に基づくサービス量の提供及び施設整備の推
進、介護サービス提供事業所への指導を行うもの。

介護 法令の努力義務（自治事務）

介護保険事業計画

1,835,888

平成18年度

地域密着型サービス事業

介護サービス提供
事業所

・地域密着型事業所43か所の指定、指
 導監督・事業所の指定更新6件・運営推

 進会議の開催・グループホーム外部評
価の受付

・地域密着型事業所40か所の指定、指
  導監督・事業所の指定更新８件・運営推

 進会議の開催・グループホーム外部評
価の受付

・地域密着型事業所43か所の指定、指
 導監督・事業所の新規指定5件、指定更

  新5件・廃止3件・新規施設整備１件・運
 営推進会議の開催・グループホーム外

部評価の受付

・地域密着型事業所40か所の指定、指
 導監督・事業所の新規指定２件、指定

  更新11件・新規施設整備１件・運営推進
 会議の開催・グループホーム外部評価

の受付

043100-100-01

043100-103

介護保険料賦課徴収業務

介護審査係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

現年分100％賦課徴収。第１号被保険者に対し、11段階による介護
保険料を賦課し、徴収する。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

7,274

平成12年度

介護保険料賦課徴収業務

65歳以上 賦課人数27,032人（R5.3月末） 賦課人数26,884人（R4.3月末） 賦課人数26,639人（R3.3月末） 賦課人数26,490人（R2.3月末)043100-103-01

043100-104

介護保険料還付業務

介護審査係09-01-04

福祉部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

過誤納金の遅滞ない還付。納めすぎた介護保険料を還付する。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

4,062

平成12年度

介護保険料還付業務

転出者等 還付件数2,148件 還付件数2,419件 還付件数　2,113件 還付件数　1,844件043100-104-01
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評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

介護保険料還付加算金業
務

0円 ０円 2件　2，600円 ０円043100-104-02

043100-105

介護保険料滞納対策業務

介護審査係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

滞納分100％納付。未納者に対し納入相談を行う。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

1,206

平成12年度

介護保険料滞納対策業務

保険料未納者 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応043100-105-01

043100-106

介護保険被保険者証交付
業務

介護審査係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

対象者に100％交付。65歳到達者に被保険者証を交付する。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

7,781

平成12年度

介護保険被保険者証交付
業務

65歳到達者 65歳到達第１号被保険者資格取得：
 

1,070件

65歳到達第１号被保険者資格取得：
 

1,111件

65歳到達第１号被保険者資格取得：
 

1,148件

65歳到達第１号保健者資格取得者：
1,216件

043100-106-01

043100-107

介護保険普及制度啓発事
業

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

介護保険制度を理解してもらい有効なサービスを受給する。制度普
及のため説明会の開催、出前講座への出席

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

226

平成12年度

介護保険普及制度啓発事
業

参加者 出前講座０回（２件予定あったが、コロナ
禍で中止となったため。）

出前講座は開催せず。（２件予定あった
が、いずれもコロナ禍で中止となったた
め。）

出前講座５回 出前講座４回043100-107-01

043100-108

介護保険料特別徴収各種
情報処理業務

介護審査係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

適正な異動情報の提供。日本年金機構及び地方公務員共済組合に
対し特別徴収対象者の異動情報を伝達する

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

1,879

平成12年度

介護保険料特別徴収各種
情報処理業務

特別徴収対象者 月次報告、年次報告 月次報告、年次報告 月次報告、年次報告 月次報告、年次報告043100-108-01

043100-109

介護保険運営協議会業務

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

適正な介護保険業務実施のために審議。介護保険運営協議会に関
する事務を行う

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

151

平成12年度

介護保険運営協議会業務

運営委員 実施せず。理由は、緊急を要するものが
なかったことと、コロナの拡大状況を踏ま
え実施しなかった。

 10月に運営協議会委員の改選を実施。
協議会の開催については、緊急を要す
るものがなかったことと、コロナの拡大状
況を踏まえ実施しなかった。

年４回（内１回書面開催） 年２回043100-109-01

043100-110

介護給付費準備基金積立
金

介護給付係09-02-04

福祉部門（内部管理事務）

01

ソフト事業（義務）

介護会計歳入不足のとき取り崩し充当する財源とする。基金の運用
利息を積み立てする。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

187,052

平成12年度
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評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

介護給付費準備基金積立
金

北上市 運用収入487円  運用収入2千円（３月末確定） 運用収入1,725円 運用収入　12,430円043100-110-01

043100-111

介護給付費国庫県負担金
返還金

介護給付係09-02-04

福祉部門（内部管理事務）

04

負担金・補助金（義
務）

給付実績により国県負担金を法に基づき返還する。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

16,342

平成13年度

介護給付費国庫県負担金
返還金

国・県 介護給付費国庫負担金返還金
  　5,540,052円1,207,150円介護給付費

  県負担金返還金　9,994,864円令和３年
度調整交付金返還金　57,000円

介護給付費国庫負担金返還金
 　106,930,143円低所得者保険料軽減

  補助金返還金（国）　1,207,150円介護
  給付費県負担金返還金　18,022,758円

低所得者保険料軽減補助金返還金
 （県）　603,575円

介護給付費国庫負担金返還金
 　42,858,015円低所得者保険料軽減補

  助金返還金（国）　160,800円介護給付
  費県負担金返還金　32,558,082円低所

得者保険料軽減補助金返還金（県）
 

 　80,400円介護給付費交付金返還金
 

　1,803,348円（相殺処理をしなかったた
め）

 令和元年度国庫負担金返還金
 　9,536,011円同県負担金返還金

　6,910,593円

043100-111-01

043100-112

介護保険特別会計繰出金

介護給付係09-02-04

福祉部門（内部管理事務）

04

負担金・補助金（義
務）

保険料の負担軽減。介護保険会計繰出金一般 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

1,185,023

介護保険会計繰出金

保険者 一般会計から介護会計への繰出金
　1,184,366千円

一般会計から介護会計への繰出金
 

　1,193,793千円（３月補正計上額）

一般会計から介護会計への繰出金
　1,143,858,870円

 介護給付費の12.5％が一般会計負担分
一般会計から介護会計への繰出金
1,080,442千円

043100-112-01

043100-113

介護保険給付事業（施設介
護）

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

対象者への１００％給付。施設サービスに設定されている基準額の９
割給付事業

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

2,502,281

平成12年度

介護保険給付事業（施設
介護）

介護認定者の施設
入所者

2,248,765千円 2,271,391千円（第３号補正：特例含む） 2,198,518千円 2,133,204千円043100-113-01

043100-114

介護保険給付業務（居宅介
護）

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

対象者への100％給付。居宅サービスに設定されている基準額の9割
給付

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

2,966,409

平成12年度

介護保険給付業務（居宅
介護）

要介護認定者 2,614,933千円 2,695,023千円（第３号補正：特例含む） 2,673,461千円 2,702,498千円043100-114-01

043100-115

介護保険給付業務（介護予
防）

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

対象者への100％給付。居宅予防サービスに設定されている基準額
の９割給付

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

195,973

平成12年度

介護保険給付業務（介護
予防）

要支援認定者 140,064千円 177,151千円（第３号補正：特例等含む） 168,767千円 110,342千円043100-115-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

043100-116

介護保険給付業務（高額介
護サービス費）

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

対象者への１００％給付。高額介護サービスに設定されている上限額
を超えた費用について給付

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

203,960

平成12年度

介護保険給付業務（高額
介護サービス費）

費用が上限額を超
えた介護認定者

総額：200,758千円高額介護サービス等
 費（高額・高額予防）180,244千円高額

医療合算介護サービス等費（医療合算・
医療合算予防）20,514千円

 総額：196,394千円高額介護サービス等
費（高額・高額予防）177,836千円（第３

 号補正）高額医療合算介護サービス等
費（医療合算・医療合算予防）18,558千
円

  総額：191,397千円高額介護サービス等
 費（高額・高額予防）172,085千円高額

医療合算介護サービス等費（医療合算・
医療合算予防）19,312千円

 総額：173,479千円・高額介護サービス
 費157,415千円・高額介護予防サービス

 費40千円・高額医療合算介護サービス
 費15.986千円・高額医療合算介護予防

サービス費38千円

043100-116-01

043100-117

介護保険給付業務（審査支
払手数料）

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

対象者分の１００％。国保連に支払う介護給付費の審査手数料（1件
当たり80円）

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

10,319

平成12年度

介護保険給付業務（審査
支払手数料）

介護サービス利用
者分

7,079千円 7,726千円（第３号補正） 7,388千円 8,026千円043100-117-01

043100-118

介護給付等費用適正化事
業

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

効果的な利用やケアプラン作成に生かす。介護保険サービス利用者
に、実際に利用したサービスの内容を知らせるもの。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

5,240

平成17年度

介護給付等費用適正化事
業

介護保険利用者 委託認定調査の点検100％、介護給付
費適正化システムを活用した書面による
点検（353件）、介護給付費通知（1回/

 年）。住宅改修等の点検はコロナ禍の為
見送った。

委託認定調査の点検100％、介護給付
費適正化システムを活用した書面による
点検（375件）（※コロナ禍もあり、対面式
のケアプラン点検から変更した）、住宅
改修等の点検（５件）、介護保険給付費
通知発送（１回/年）

介護保険給付費通知発送（1回/年）、介
護給付適正化縦覧点検国保連へ共同
処理業務委託、ケアプラン点検（1回）、
適正化計画立案

 介護保険給付費通知発送(２回/年)、　
介護給付適正化縦覧点検国保連へ共

 同処理業務委託、ケアプラン点検（１回）

043100-118-01

043100-119

利子償還費

介護給付係09-03-01

その他（その他）

97

公債費

不測の事態に借入を実施した際の利子償還介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

平成17年度

利子償還費

なし なし なし なし043100-119-01

043100-121

介護サービス施設等整備臨
時特例事業費補助金

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

08

負担金・補助金（任
意・ハード事業）

要支援者・要介護者への介護サービス提供機会を拡大する。第６期
介護保険事業計画に基づき施設整備を進める。

一般 法令に特に定めのないもの

介護保険事業計画

10,261

平成21年度

介護サービス施設等整備
臨時特例事業費補助金

介護サービス提供
事業者

事業Ｎｏ230に記載。 なし（簡易陰圧装置等については、令和
4年度に繰り越し）

地域密着型特別養護老人ホーム１か
所・29床　174,720千円（令和元年度から

 の繰越）簡易陰圧装置設置（３事業所）
　10,533千円

地域密着型特別養護老人ホーム１か
所・29床　123,830千円（29年度事故繰

 越事業）地域密着型特別養護老人ホー
ム１か所・29床　174,720千円（令和２年
度へ繰越）

043100-121-01

043100-122

施設開設準備経費助成特
別対策事業費補助金

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

08

負担金・補助金（任
意・ハード事業）

円滑な開設のために、早期から開設準備経費を助成し、体制整備を
支援するもの。介護サービス施設等整備臨時特例事業費補助金で
施設整備した事業者に助成定員１人当り　６０万円を限度とする

一般 法令に特に定めのないもの
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

施設開設準備経費助成特
別対策事業費補助金

介護サービス施設
を整備した事業者

なし なし 地域密着型特別養護老人ホーム１か
所・29床　32,721千円

特別養護老人ホーム１か所・100床増床
 　82,300千円　地域密着型特別養護老

 人ホーム１か所・29床　32,721千円（令
和２年度へ繰越）

043100-122-01

043100-123

介護保険災害臨時特例国
庫補助金返還金

介護給付係09-02-04

福祉部門（内部管理事務）

04

負担金・補助金（義
務）

平成25年度介護保険災害臨時特例補助金の交付額確定による返還
金

介護 法令の実施義務（自治事務）

151

介護保険災害臨時特例国
庫補助金返還金

なし 22千円（令和２年度実績額による） なし。 ０円043100-123-01

043100-124

地域介護・福祉空間整備等
施設整備補助金

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

08

負担金・補助金（任
意・ハード事業）

介護施設の防火対策推進のため、既存の小規模多機能型居宅介護
施設で消火設備未設置の施設がスプリンクラー等消火設備を整備す
るための補助。

一般 法令に特に定めのないもの

地域介護・福祉空間整
備等施設整備交付金 379

地域介護・福祉空間整備
等施設整備補助金

施設入所者 なし。 13,750千円（社会福祉法人幸徳会） なし 有限会社ほっと水神（シルバーホーム
ほっと東館）2,667千円、社会福祉法人
和江会（グループホームわがの里）3,520
千円、社会福祉法人常心福祉会（ケア

 ハウス常心の里）13,759千円３事業とも
前年度繰越事業

043100-124-01

043100-125

北上市介護人材確保推進
事業費補助金

介護給付係02-05-01

雇用環境の整備と労働力の
確保

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

介護を必要とする高齢者が今後も増加することが予測される一方で
介護人材の不足が課題となっており、介護人材を安定的に確保する
ため、奨学金を借りて介護福祉士養成施設を卒業し、北上市内の事
業所に就職した者に対し返済の一部について補助金を交付する。

一般 法令に特に定めのないもの

1,602

平成28年度

北上市介護人材確保推進
事業費補助金

奨学金を借りてい
る者で５年以上勤
務する者

  対象者５名交付決定金　542,754円   対象者６名交付決定金額　666,054円   対象者６名補助金額　614,358円利用者
 ３名新規利用者３名

 対象者３名補助金額390,600円043100-125-01

043100-127

介護人材養成事業費補助
金

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

介護人材を安定確保するため、介護福祉士養成施設入学者の学費
等一部を補助するもの。

一般 法令に特に定めのないもの

18,153

平成29年度

介護人材養成事業費補助
金

介護福祉士養成施
設入学者

 対象者36名支払総額　16,488,300円  対象者42名支払総額　18,600,000円  対象者34名支払総額　15,260,000円    対象者25名補助金額11,320,000円1年
 生480,000円×15名２年生480,000円

 ×8名　　　　160,000円×1名
 

　　　　120,000円×1名

043100-127-01

043100-128

国庫県負担金返還金（一般
会計・介護給付）

介護給付係09-02-04

福祉部門（内部管理事務）

04

負担金・補助金（義
務）

国又は県からの負担金等に係る実績との差額の返還金。一般 法令に特に定めのないもの

379

国庫県負担金返還金（一
般会計・介護給付）

国、県 なし。 なし なし ０円043100-128-01

043100-129

介護の仕事インターンシッ
プ・職場体験導入促進事業

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

若年層が介護の現場を体験的に知る機会を創出し、介護の仕事の
社会的価値や魅力を伝えることで、介護の仕事の理解促進と長期的
な人材育成を行う。

一般 法令に特に定めのないもの

379

令和２年度
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評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

介護の仕事インターンシッ
プ・職場体験導入促進事
業

中学生、高校生等 実績なし。今年度で事業廃止。 新型コロナウイルス感染症のまん延によ
り、介護人材確保推進検討会及び導入
促進事業は実施せず。

 介護人材確保推進検討会１回。※計画
の体験事業は、コロナにより開催断念し
た。

043100-129-01

043100-131

介護ロボット導入促進事業
費補助金

介護給付係02-05-01

雇用環境の整備と労働力の
確保

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

介護ロボットの導入により、平常時においては従事者と利用者の接
触機会の低減を図ることができる。これをもって、感染対策の一助と
すること。（２年間の事業期間を基本とし、１年目を介護ロボット体験
会の開催、２年目を補助金事業の実施という形で、事業継続を検討）

一般 法令に特に定めのないもの

7,819

令和４年度

介護ロボット導入促進事業
費補助金

介護事業所  第１次（繰り越し分）　19件　4,921千円第
 ２次　　　　　　　　　　3件　　837千円第３

 次　　　　　　　　　　7件　1,682千円※第
１次が好評だったことから、物価高騰対
策として第２次・第３次を実施。

043100-131-01

043100-132

在宅介護サービス継続支援
事業

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

在宅の介護者が陽性または濃厚接触者になり、介護が困難になった
場合の要介護者の生命の維持に資するため、居宅介護支援事業所
及び在宅サービス提供事業者に交付金を交付し、サービス維持のた
めに財源的な後押しをおこなう。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市在宅高齢者へ
の介護サービス継続支
援金、在宅障がい者へ
の障がい福祉サービス
継続支援金等交付要
綱

3,446

令和３年度

在宅介護サービス継続支
援事業

介護事業所 43件 実績１件043100-132-01

043100-133

介護保険事業計画策定業
務

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

介護保険事業運営に伴う計画の策定業務委託料介護 法令の実施義務（自治事務）

7,194

令和４年度

介護保険事業計画策定業
務

市民 業務委託契約締結　8,030,000円043100-133-01

043100-151

介護保険認定審査会業務

介護審査係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

迅速及び正確な審査判定。要介護認定申請者に対し審査判定を行
う。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

13,963

平成12年度

介護保険認定審査会業務

認定申請者 認定審査件数　4,048件 認定審査件数　3,595件 認定審査件数　3，495件 認定審査件数　4,538件043100-151-01

043100-152

介護保険認定調査業務

介護審査係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

訪問調査等の迅速な実施。主治医意見書の早期回収、要介護認定
調査を行う。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

57,059

平成11年度

介護保険認定調査業務

認定申請者 認定調査件数　4,122件 認定調査件数　3,595件 3,495件（仮） 認定調査件数　4,538件043100-152-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

043100-153

障害者控除認定事務

介護審査係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

事業対象者の税負担を軽減する。障害者手帳は持っていないが介護
保険認定を受けている高齢者等に対し、所得税法･地方税法の申告
での障害者控除をするための証明書を発行する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

1,211

平成15年度

障害者控除認定事務

障害者手帳を持っ
ていない要介護認
定者

証明書発行　99件 証明書発行　105件 127件 証明書発行　124件043100-153-01

043100-207

介護予防ケアマネジメント事
業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

介護予防・日常生活支援総合事業利用者に対する介護予防ケアマ
ネジメントの実施

介護 法令の実施義務（自治事務）

・介護保険法・北上市
介護予防・日常生活支
援総合事業実施要綱

介護保険事業計画

25,656

平成18年度

介護予防ケアマネジメント
事業

介護予防ケアマネ
ジメント対象者

介護予防ケアマネジメント実施件数
5,542件

介護予防ケアマネジメント実施件数
　5,677件

介護予防ケアマネジメント実施件数
　5,633件

介護予防ケアマネジメント実施件数
　5,888件

043100-207-01

043100-208

総合相談支援事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

各種相談・支援・必要なサービスを提供する。初期段階での相談対
応、継続的・専門的な相談支援

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

1,811

平成18年度

総合相談支援事業

在宅高齢者及び介
護家族

地域包括支援センター相談対応件数
　12,936件

地域包括支援センター相談対応件数
11,652件

・地域包括支援センター相談対応件数
　7,923件

・地域包括支援センター相談対応件数
 　5,701件・長寿介護課相談対応件数

　860件

043100-208-01

043100-209

権利擁護事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

高齢者が安心して地域で生活できるように支援をしたい。実態把握や
総合相談の過程で、特に虐待防止・早期発見・権利擁護(成年後見の
活用、老人福祉施設等への措置、消費者被害の防止)に対して専門
的に対応

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

1,759

平成18年度

権利擁護事業

在宅高齢者および
家族

高齢者虐待防止に係る普及啓発活動
(随時)

高齢者虐待防止に係る普及啓発活動
(随時)

・高齢者虐待防止ネットワーク会議　１回 ・高齢者虐待防止ネットワーク会議　１回
  

・認知症サポーター養成講座　21回

043100-209-01

043100-210

包括的・継続的ケアマネジメ
ント支援事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

主治医、病院ケースワーカー、ケアマネジャー等との多種職協働、地
域の関係機関との連携により包括的・継続的なケアマネジメントを実
現する。地域のケアマネジャーに対し、日常的個別指導・相談業務、
支援困難事例等への指導・助言業務、医療機関を含めた関係機関と
の連携体制構築、ネットワーク形成

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

125,838

平成18年度

包括的・継続的ケアマネジ
メント支援事業

地域包括支援セン
ター及び地域のケ
アマネジャー

地域包括支援センター運営協議会２
回、地域包括支援センター業務委託５
か所、地域包括支援センター連絡会議
12回、地域包括支援センター職員研修
４回、ケアマネジメント支援会議１回、介
護予防ケアマネジメント研修２回、介護
支援専門員地域同行型研修１クール

ケアマネジメント支援会議1回、介護予
防ケアマネジメント研修４回、主任ケアマ
ネ部会12回、ケアラボ＠きたかみ5回

・地域包括支援センター運営協議会　２
回、・地域包括支援センター業務委託
　５か所、・地域包括支援センター連絡
会議　12回、・ケアマネジメント支援会議
　書類開催１回、・主任ケアマネ部会　８
回、・ケアマネジメント研修会　４回、・主
任ケアマネカフェ　１回・ケアラボ＠きた
かみ　２回

・地域包括支援センター運営協議会　１
 回・地域包括支援センター委託個所数

 　５か所・地域包括支援センター連絡会
  議　12回・ケアマネジメント支援会議　１

  回・ケアラボ＠きたかみ　４回・介護支援
 専門員スキルアップ研修　３回・主任ケ

アマネジャーカフェ　１回

043100-210-01

043100-212

認知症初期集中支援推進
事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

認知症の初期の段階から適切な診断と対応、認知症に対する正しい
知識と理解に基づく本人や家族への支援を通して、地域単位での総
合的かつ継続的な支援体制を確立しようとするもの。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

1,691

平成28年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

認知症初期集中支援推進
事業

認知症患者及びそ
の家族

 ・普及啓発、相談対応・ケース検討会　３
 回・きたかみ認知症支援チーム会議５回

認知症支援チーム会議１回、認知症初
期中中支援チーム関与件数0件

・認知症支援チーム　１回、・認知症初
期集中支援チーム関与件数　11件

  ・認知症支援チーム会議　５回・認知症
初期集中支援チーム関与件数　０件

043100-212-01

043100-213

生活支援体制整備事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

市が中心となって、元気な高齢者をはじめ、住民が担い手として参加
する住民主体の活動や、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議会、地
縁組織、共同組合、民間企業、シルバー人材センターなどの多様な
サービスの提供体制を構築し、高齢者を支える地域の支え合い体制
を整備していくもの。地域を知るコーディネーターの配置、関係者の情
報共有・連携強化のための協議体の設置。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

36,869

生活支援体制整備事業

在宅高齢者および
家族

・第１層生活支援コーディネーター２名、
第２層生活支援コーディネーター６名配

 置・生活支援コーディネーター連絡会12
  回開催・ご近所おたすけサポーター養

 成講座２回開催・高齢者集いの場づくり
事業425,395円

・第１層生活支援コーディネーター２名
 配置・第２層生活支援コーディネーター

 ５名配置・生活支援コーディネーター連
 絡会議10回開催・ご近所おたすけサ

ポーター養成講座2回開催

・第１層コーディネーター　２名配置、・
第２層コーディネーター　５名配置、・生
活支援コーディネーター連絡会議　５
回、・ご近所おたすけサポーター養成講
座　１回、・ご近所おたすけサポーター
フォローアップ研修　１回

 ・第１層コーディネーター　２名・第２層
 コーディネーター　５名・生活支援コー

 ディネーター連絡会議　12回・ご近所お
  たすけサポーター養成講座　４回・ご近

所おたすけサポーターフォローアップ研
  修　１回・第１層協議体会議開催　２回

043100-213-01

043100-214

在宅医療介護連携推進事
業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

医療と介護の両方を必要とする高齢者が住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護
サービスを一体的に提供するために、居宅に関する医療機関と介護
サービス事業者などの関係者の連携を推進するもの。地域の医療・
介護資源の把握、医療介護連携拠点の設置、情報の共有、関係者
の研修、制度の普及啓発など。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

20,759

平成27年度

在宅医療介護連携推進事
業

在宅医療・介護関
係者

  ・在宅医療介護連携推進協議会　２回・
在宅医療介護連携支援センターの設置

  　１か所・在宅医療介護連携支援セン
ター相談対応件数　138件

  ・在宅医療介護連携推進協議会　２回・
在宅医療介護連携支援センターの設置

  　１か所・在宅医療介護連携支援セン
ター相談対応件数　122件

  ・在宅医療介護連携推進協議会　３回・
在宅医療介護連携支援センターの設置

  　１か所・在宅医療介護連携支援セン
ター相談対応件数　105件

  ・在宅医療介護連携推進協議会　２回・
在宅医療介護連携支援センターの設置

  　１か所・在宅医療介護連携支援セン
 ター相談対応件数　240件・市民フォー

ラムの開催　１回

043100-214-01

043100-215

介護予防・生活支援サービ
ス事業（指定）

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

介護予防訪問介護現行相当サービス、通所介護現行相当サービス、
介護予防通所介護Ａ型サービス（基準緩和型）の実施。

介護 法令の実施義務（自治事務）

・介護保険法・北上市
介護予防・日常生活支
援総合事業実施要綱

介護保険事業計画

196,254

平成29年度

介護予防・生活支援サー
ビス事業（指定）

総合事業利用者 ・従前型訪問サービス38,909,965円、従
前型通所サービス152,938,855円、通所
A型サービス2,881,259円

従前型訪問サービス37,962,924円、従
前型通所サービス150,506,140円、通所
型A型サービス3,108,482円

・従前型訪問サービス39,461,695円、従
前型通所サービス　142,628,730円、通
所A型サービス　2,729,132円

 ・従前型訪問サービス　39,294,035円・
 従前型通所サービス　141,361,587円・

通所Ａ型サービス　3,626,338円

043100-215-01

043100-216

介護予防・生活支援サービ
ス事業（補助）

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

介護予防訪問介護Ｂ型(住民主体)サービス、通所介護Ｂ型サービス
の実施。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

2,262

平成29年度

介護予防・生活支援サー
ビス事業（補助）

総合事業Ｂ型の担
い手・利用者

 ・訪問型サービスＢ　３か所222,900円・
通所型サービスB　５か所1,210,000円

・訪問型サービスB　５か所　229,500円
 　・通所型サービスB　17か所

　1,545,000円

・訪問型B型サービス　４か所　219,800
円・通所型B型サービス　17か所
　1,835,000円

・訪問Ｂ型サービス（４か所）　187,000円
  

・通所Ｂ型サービス（15か所）　2,575,000

043100-216-01

043100-217

介護予防普及啓発事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

高齢者の自立の保持を目的とする介護予防教室等の開催。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

11,248

平成29年度

介護予防普及啓発事業

在宅高齢者および
家族

通年で普及啓発の場（まちの保健室）
　39回、3か月間の介護予防教室委託実
施　１箇所、介護予防に係る通信　月1
回発行、ふれデイへの講師派遣527回

短期集中型介護予防教室委託実施1箇
所

・短期集中型介護予防教室委託実施　1
箇所

 ・短期集中介護予防教室　委託実施・地
域包括支援センターによる地域型介護
予防事業　４センターで実施

043100-217-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

043100-218

地域介護予防活動支援事
業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

02

施設管理・維持補
修事業

高齢者の自立の保持及び見守りネットワークの構築等を目的として、
住民主体の健康づくり活動を支援。（いきいき100歳体操のＤＶＤ、重
りの貸し出し、体力測定グループ間の交流会の開催等）

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

15,879

平成29年度

地域介護予防活動支援事
業

在宅高齢者および
家族

いきいき体操　72箇所（約1,000人）、グ
ループ支援　月1回（郵送による情報提
供）

いきいき体操　68箇所・994人、　いきい
き体操通信11回と増刊号1回発行。

・いきいき体操　64箇所・943人・いきいき
体操通信　月1回発行

・いきいき百歳体操　63か所実施・1,034
 人・いきいき百歳体操交流会　１回

043100-218-01

043100-219

地域ケア会議推進事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

多職種の協働による個別ケース(困難事例等)の支援を通じた、①地
域支援ネットワークの構築、②高齢者の自立支援に資するケアマネ
ジメント支援、③地域課題の把握を行い、個別課題を施策形成につ
なげるもの。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

4,454

平成29年度

地域ケア会議推進事業

介護専門職・地域
福祉の担い手

・自立支援型個別地域ケア会議８回、検
 討会３回・地域ケア個別会議83回・地域

ケア推進会議１回

 ・地域ケア個別会議　25回・自立支援型
個別地域ケア会議５回

・地域ケア個別会議　22回 地域ケア会議　31回043100-219-01

043100-220

地域リハビリテーション活動
支援事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

リハビリテーションに関する専門的知見を有する者が高齢者の有する
能力を評価し、改善の可能性を助言する等介護予防の取り組みを支
援する。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

1,539

平成30年度

地域リハビリテーション活
動支援事業

在宅高齢者および
家族

自立支援型地域ケア会議への講師派遣
　９回

自立支援型地域ケア会議への講師派遣
　5回

介護予防動画の制作・出演協力へリハ
ビリテーション専門職を派遣

・リハビリテーション専門職の派遣・事例
検討会参加　14名

043100-220-01

043100-221

認知症地域支援・ケア向上
事業

包括支援係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

01

ソフト事業（義務）

認知症の人が地域で安心して暮らし続けられるよう、認知症の容態
の変化に応じ、必要な医療・介護・生活支援サービスを提供できる
ネットワークを構築する。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

3,053

平成30年度

認知症地域支援・ケア向
上事業

在宅高齢者および
家族

 認知症地域支援推進員５名認知症施策
 研究会12回認知症カフェ８回

 認知症地域支援推進員５名認知症施策
  研究会11回認知症カフェ　５回認知症ケ

アパス作成

・認知症地域支援推進員の配置、５人、
認知症施策研究会　12回、認知症カ
フェ　感染症対策により休止

 ・認知症地域支援推進員の配置５名・認
  知症施策研究会　12回・認知症カフェ

　９回

043100-221-01

043100-224

健康福祉ポイント事業

包括支援係03-06-01

自分らしい生き方を支える
健康寿命の延伸

05

ソフト事業（任意）

■事業概要：スマートフォンを活用した健康ポイントアプリを利用し、
「歩く」、「健康づくり教室に参加する」、「検診を受診する」行動やそれ
に伴う身体の変化ならびに高齢者を支えるボランティア活動に応じて
インセンティブを付与し、参加者の運動習慣やボランティアの定着を
図りヘルスリテラシーの向上につなげる。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市健康福祉ポイン
ト事業実施要綱 1,794

令和２年度

健康福祉ポイント事業

20歳以上の市民 インセンティブ付与　65歳以上66人分
279,085円

なし ポイント制度実施要項策定043100-224-01

043100-225

地域支援事業交付金支払
基金返還金

包括支援係09-02-04

福祉部門（内部管理事務）

04

負担金・補助金（義
務）

実績額に係る交付金が当該年度分と相殺できる程度に交付申請す
る。前年度の実績により、当年度分の２か月分で相殺できない場合
は返還するものである。

介護 法令に特に定めのないもの

8,274

地域支援事業交付金（介
護予防事業）支払基金返
還金

被保険者 なし（当該年度交付分と相殺） なし（当該年度交付分と相殺） なし（当該年度分と相殺） 返還金1,930,238円043100-225-01
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評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

地域支援事業交付金（包
括的支援事業・任意事業）
支払基金返還金

なし（当該年度交付分と相殺） なし（当該年度交付分と相殺） なし（当該年度分と相殺） なし043100-225-02

043100-227

認知症サポーター養成事業

包括支援係02-05-02

人材育成に向けた取組の強
化

05

ソフト事業（任意）

認知症に対する正しい知識と理解の普及を目的として、「認知症サ
ポーター養成講座」「孫世代のための認知症講座」を開催する。

介護 法令に定めはあるが任意の自治事務

介護保険事業計画

1,777

認知症サポーター養成事
業

市民 37回1,216人養成 16回204人養成043100-227-01

043100-228

介護予防・生活支援サービ
ス事業

包括支援係03-06-01

自分らしい生き方を支える
健康寿命の延伸

01

ソフト事業（義務）

短期集中予防サービスの実施介護 法令に定めはあるが任意の自治事務

5,618

介護予防・生活支援サー
ビス事業

市民（高齢者） 通所型サービス　２箇所、訪問型サービ
ス　3箇所

043100-228-01

043100-230

介護施設等整備事業費補
助金

介護給付係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

08

負担金・補助金（任
意・ハード事業）

介護施設整備のための補助一般 （未入力）

介護施設等整備事業
費補助金交付要綱 7,004

令和４年度

介護施設等整備事業費補
助金

介護保険事業所  ・感染拡大防止事業（令和３年度からの
繰越分（家族面会室整備））１件6,550千

  円・令和４年度分簡易陰圧装置整備３
  件　6,390千円・家族面会室整備１件

3,492千円

043100-230-01

043100-231

抗原検査キット等購入事業

介護給付係　03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

介護事業所で新型コロナウイルス感染者が発生した場合を見越し
て、抗原検査キット等を購入するもの。

一般 （未入力）

11,899

令和４年度

抗原検査キット等購入事
業

介護保険事業所  総費用　11,748千円（３月16日時点）購
 入実績抗原検査キット購入１回目　 
 4,500回抗原検査キット購入２回目　 
 2,000回抗原検査キット購入３回目 

 10,600回※なお、購入分に、障がい者
 施設及び市職員検査分も含まれる。対

策物品は４回に分けて購入した（ガウン
   等）。使用実績抗原検査キット配付実績

 （延117か所：16,125回分）対策物品配
付実績：13事業所

043100-231-01

043100-233

高齢者バス運賃助成事業

高齢福祉係03-06-02

お互いを支え合う地域づくり

05

ソフト事業（任意）

高齢者の閉じこもりを防止し、社会参加の促進を図るとともに、日常
生活の負担の軽減を図る。バス等を利用している一人暮らし高齢者
等（一部所得制限あり）に対し、バス運賃等の一部を助成。　助成額
は23年度から一人あたり3,000円分（100円券30枚）

一般 法令に特に定めのないもの

北上市高齢者バス等
運賃助成事業実施要
綱

第９次北上市高齢者保
健福祉計画 1,506

平成14年度
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評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

高齢者バス運賃助成事業

70歳以上の高齢者
のみの世帯の高齢
者、市町村民税が
非課税である世帯
の高齢者

都市再生推進課へ移管 交付者数　2,436人 交付者数2,665人043100-233-01
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